行政書士が業務として行う事実証明に関する一考察 by 山中 三郎 & 岩井 和由
鳥取看護大学・鳥取短期大学
行政書士が業務として行う事実証明に関する一考察








Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
鳥取短期大学研究紀要　第68号　抜刷
2 0 1 3 年 12月
行政書士が業務として行う事実証明に関する一考察
山　中　三　郎・岩　井　和　由
Saburou YAMANAKA and Kazuyoshi IWAI：






































































































の除外事由もないのに，平成 18 年 6 月 25 日から平
成 19 年 4 月 1 日までの間に合計 6 人の依頼を受け
て家系図を作成し , 報酬を合計で 905,685 円受け

















































































































































































































































































































































































































































































































































































６）最一判平成 22 年 12 月 20 日（最高裁 HP）










12）大判大正 14 年 9 月 22 日　刑録 17 輯 1713 頁．
13）吉川経夫　『刑法各論』　有斐閣，1982 年，307 頁．
14）前掲 11）　瀧川・竹内　同
15）東京高判平成 2 年 2 月 20 日　判時 1043 号 151
頁．
16）大判大正 14 年 10 月 10 日（刑集第 4 巻 599 頁）
17）山口厚　『刑法各論第 2 版』有斐閣，2010 年，
429 頁．
18）吉国一郎　角田礼次郎　茂串俊共編　『法令用





会計士制度 25 年史』日本公認会計士協会，1975 年，



















































では，第 10 条の 2 第 1 項第 3 号の，第 1 号，第
2 号以外で記載事項を利用する正当な理由が家系
図の作製業者にあると言えるのか．この点は，第
1 号（自らの権利義務）と第 2 号（国等の機関へ
の提出）の趣旨を考慮すると，家系図の作成業者
の場合に正当な理由があるとは言い難い．
